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第１節 位置付け    

 本計画は、基本構想に掲げる「将来都市像」（目指すべき姿）を実現するため

に定めた基本計画における個別計画として位置付けるものであり、産業振興基

本条例（平成 17 年 4 月施行）に示された「目指す方向」に基づき、同条例に規

定する「基本的な施策」を具体化し、確実に推進していくためのツールとして

策定するものです。 

 

 

第２節 計画期間    

 本計画の計画期間は、習志野市基本構想（平成 26 年度～令和 7年度）の終了

時期に合わせ、令和 2（2020）年度から令和 7（2025）年度までの 6か年としま

す。 

 ただし、社会環境の変化等に対応するため、令和 4（2022）年度頃を目途に内

容を見直すこととし、その他国の方針や本市の長期計画（基本構想、基本計画）

などに大きな変更が生じた場合等にあっては、必要に応じ、随時改定を行うこ

ととします。 

 

基 本 構 想 

前期基本計画 

旧・産業振興計画 

後期基本計画 

新・産業振興計画 

 産業振興基本条例 

平成 26 年度 

（2014） 

平成 26 年度 

（2014） 

令和 2 年度 

（2019） 

令和 2 年度 

（2020） 

令和 7 年度 

（2025） 

平成 27 年度 
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第１節 市内産業の歩み    

本市の産業は、戦前から現代にかけて大きく変化をしてきました。 

戦前は、穀物類やイモ類を主な産物とした農業と、海苔やアサリ・カキ等の

養殖など、半農半漁のまちとして栄え、明治～大正初期には、初代津田沼村長

の伊藤彌一氏が私財を投じて塩田を開発するなど、製塩も行われていました。 

一方、明治・大正期になると、津田沼駅（総武鉄道）が開業し、国鉄（現在

の JR）総武線や京成本線・千葉線が開通するなど、駅を中心とした商業集積地

（商店街）が形成され、特に大久保は「習志野騎兵連隊」を始めとする軍隊及

び軍施設によって、軍郷として大きなにぎわいを見せていました。 

 

 大正 14（1925）年には、塩田の跡地に谷津遊園（当時は京成遊園地）が開設。

昭和 9（1934）年に完成した谷津球場では、全日本チームがベーブ・ルースらを

擁するアメリカ選抜チームと練習試合を行い、翌年、プロ野球球団「大日本東

京野球倶楽部」が発足。後に「東京巨人軍」と改称し、現在の読売ジャイアン

ツとなりました。谷津球場は巨人軍のホームグラウンドとなり、取り壊された

後、現在は「読売巨人軍発祥の地」として歴史を伝える石碑が建てられていま

す。 

このほかにも、国内初の宙返りコースターをはじめ、「東洋一」とも言われた

バラ園や阪東妻三郎による阪東関東撮影所など、昭和 57（1982）年に閉鎖され

るまでの間、谷津遊園は関東有数の観光地として人気を博しました。 

 

 戦後になると、軍施設が廃止され、軍用地は千葉工業大学、日本大学、東邦

大学、順天堂大学等の教育施設や、住宅用地として転用されました。 

 昭和 30 年代頃からは野菜の生産が盛んになり、特に習志野産のにんじんが市

場で高い評価を得たことにより、昭和 42 年に国の指定産地となった一方、わが

国の高度経済成長路線の中で、日立製作所や日立精機に代表される大手企業が

内陸部に進出したことを契機に、産業を基盤とするまちへと歩みを踏み出しま

した。 

この間、国の「京葉工業地域造成計画」により、二度にわたる公有水面の埋

立てが行われ、本市はその面積を拡大するとともに、京葉道路、東関東自動車

道、さらには JR 京葉線などの交通網と併せて、市内各地で住宅地の造成や公共

施設の整備が進みました。 

 

好立地を背景に、ベッドタウンとして人口が急増する中で、昭和 50 年代には

JR 津田沼駅周辺には大型店の進出が相次ぎ、『津田沼戦争』と呼ばれる商業激戦

地として知られるなど、商業都市としての一面を見せるようになりました。 

他の地域では、これまでの産業集積を活かしつつ、地域商業を確立するため

商店街の共同施設の整備が図られ、また、先の埋立て事業による湾岸道路以南

の地域においては、住工混在を解消し、操業環境の確保と高度化を目指した工

場移転が進められるなど、本市の産業構造は大きく変化することとなりました。 
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 これらの結果、現在は、JR、京成線及び新京成線の各駅周辺は商業集積地と

なり、地域密着型の商店街が形成され、東部及び臨海部の工業集積地には、本

市の高い交通利便性により、物流関係の企業が多く進出しています。 

 

農業については、「春夏にんじん」と「秋冬ねぎ」を主な品目とする輸送産地

型の小品目大量生産という特徴がありますが、生産量及び販売額が減少傾向に

あります。 

近年では、都市農業にふさわしい新たな品目として、ほうれんそう、小松菜

など軽量野菜の栽培や、ハウス栽培によるキュウリ、トマト、イチゴなど、多

品目の栽培にも力を入れています。 

 

 

第２節 これまでの取り組み    

本市では、平成 17（2005）年に、産業振興に関する基本的な事項を定めた「産

業振興基本条例」を施行。目指すべき方向や、市が取り組むべき基本的な施策

を明確にしました。 

また、平成 26（2014）年 3 月には、今日まで築き上げてきた豊かで安全・安

心な生活環境を継承し、「新たに住んでみたいまち」、「将来にわたって住み続け

たいまち」とするために、同年 4 月からスタートする長期計画として、新たな

基本構想・基本計画を策定。この（前期）基本計画では、目標の１つとして『支

え合い・活気あふれる「健康なまち」』を掲げ、『にぎわいと活力を創出する地

域経済・産業の振興』に取り組むこととしました。 

こうした取り組みを具体化し、確実に推進するため、平成 27（2015）年には、

5か年計画となる「産業振興計画」を策定し、さまざまな角度から産業振興施策

を展開してきました。 

このたび、同計画が令和 2（2020）年 3月をもって終了となることから、次年

度よりスタートする後期基本計画に合わせ、新たな計画を策定するものです。 

 

 

第３節 前計画の評価    

現行の産業振興計画（以下「前計画」という。）に掲げた基本方針や「目指す

将来像」の達成状況、各施策の取り組み状況について、庁内だけでなく、産業

振興審議会、習志野商工会議所による確認・評価を行いました。 

これらの作業によって明らかになった現状や課題は、各種社会指標とともに

本計画の策定に反映させたうえで、実際の取り組みに活用していきます。 
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第１節 社会・経済環境    

（１）人口 

本市の総人口は、二度の埋立てによる市域拡大や住宅都市化が定着する中、

一貫して増加の傾向をたどり、平成 31（2019）年 3 月末現在で 173,362 人（住

民基本台帳人口）となっています。 

令和元年 6 月の人口推計結果報告によれば、本市の総人口は、しばらく増加

した後、令和 7（2025）年をピーク（176,232 人）として減少に転じ、令和 26

（2044）年には 17 万人を割る見込みとなっています。 

 

また、平成 25（2013）年に高齢化率が 21％を超え「超高齢社会」に突入した

本市では、今後も老年人口の増加と生産年齢人口の減少が続くことが見込まれ、

令和 22（2040）年には生産年齢人口が 60％を下回り、翌 23（2041）年には高齢

化率が 30％を超えると予測されています。 

 

今後の長期的な人口減少や高齢化の進行は、さらなる労働力の不足や消費の

減少による市内産業の衰退、都市機能や地域コミュニティの弱体化など、厳し

い影響をもたらすことが予想されます。 

こうした状況を打開するため、大学生を中心とした若者の定住促進や子育て

世帯の獲得、交流人口の増加などに向けた取り組みを強化していくことが求め

られます。 

 

 

  

いずれも 

習志野市人口 

推計結果報告書 

（令和元年 6月） 

より抜粋 
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（２）財政 

本市歳入の根幹となる市税収入を見ると、リーマンショック以降の景気低迷

や東日本大震災に伴う減免措置などが要因となり、平成 24（2012）年度まで減

少を続けましたが、その後回復に転ずると、現在に至るまで増加傾向を見せて

います。 

また、直近 10 年間の内訳を見ると、法人市民税は平成 21（2009）年度、個人

市民税は平成 23（2011）年度、固定資産税は評価替えとなる平成 24（2012）年

度に底を打った後、いずれも着実に増加。 

 特に、平成 29（2017）年度は、景気回復と奏の杜地区の居住者増加を受けて、

個人市民税・固定資産税が増加しています。 

 

一方、歳出は、高齢化の進行や児童福祉費の増加などにより、扶助費が年々

急増。人件費は、これまで職員数の減少や給与改定などにより削減を進めてき

ましたが、近年はほぼ同額で推移しています。 

経常収支比率は 90～95％と高いレベルで推移していることから、本市の財政

は硬直化が進み、新たな事業に取り組みづらい状況にあると言えます。 

 

長期的な財政構造の安定化に向け、持続可能な行財政運営と硬直化の改善を

進めるとともに、地域経済の活性化させ、歳入の増加を図る必要があります。 
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（３）経済・産業情勢 

「日本経済 2018-2019」によれば、国内経済は、平成 24（2012）年 11 月を底

に緩やかな景気回復を続けており、世界経済の回復と政府の経済政策により、

経済の好循環が着実に回りつつあるとされています。 

これは地域においても同様であり、日本銀行の「地域経済報告（さくらリポ

ート）」や千葉財務事務所の「千葉県分の経済情勢報告」から、引き続き回復傾

向にあることがうかがえます。 

また、令和 2（2020）年に予定される東京オリンピック・パラリンピックの開

催に伴い、大きな経済効果が期待される一方で、反動による景気失速や、消費

税増税に伴う消費低迷、人口減少による市場の縮小化など、ネガティブな要因

も抱えています。 

 

国内の中小企業は、平成 9（1997）年の大手金融機関の破たんを契機とする金

融危機を受けて、それまでの戦略から転換させ、自己資金比率を高め、借入金

の依存度を低下させてきました。こうした財務戦略は、企業の安定性・安全性

を高めることに繋がりますが、一方で、投資などにより企業価値を向上させる

機会を逸失する恐れがあります。 

平成 28（2016）年にはマイナス金利が導入されるなど、大規模な金融緩和が

続けられ、企業の資金需要も高まりつつありますが、本市制度融資の利用実績

は減少を続けています。 

 

近年の社会環境は、少子化・超高齢化や産業構造の変化、グローバル化、高

度情報化社会の進展、地球環境問題の深刻化など、日々大きく変化しています。 

平成 28（2016）年には、これまでの情報社会（Society 4.0）に続く、我が国

が目指すべき未来社会の姿として「Society 5.0」が提唱されました。（「第 5期

技術基本計画」） 

 

こうした中で、特にキャッシュレス決済を含む ICT 化は、現在、国を挙げて

取り組みが進められており、市内事業者にも確実に影響を与えています。 

政府は、令和 7（2025）年までにキャッシュレス決済率 40％、将来的には世

界最高水準の 80％という目標（「キャッシュレス・ビジョン」）を定め、「経済財

政運営と改革の基本方針 2019」（骨太方針 2019）においても法制整備による促

進を謳うなど、行政・自治体における導入を含め、今後さらなる進展が見込ま

れます。 

また、企業の ICT 化は、販売機会の創出や業務の効率化、人手不足の解消だ

けでなく、テレワークの導入など、多様な働き方を受容することにも繋がり、

就労・雇用機会の創出や就業環境の改善といった面においても重要な役割を果

たすことから、市内事業者が積極的に導入し、利活用できるようサポートして

いかなければなりません。 

 

さらに、高齢化の進行に伴い、中小企業・小規模事業者の事業承継が大きな
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問題となっています。 

政府は、今後 10 年の間に、平均引退年齢である 70 歳を超える中小企業等経

営者は約 245 万人となり、うち約半数の 127 万人（企業全体の 3分の 1）が後継

者未定であると推計。この状況が続けば中小企業等の廃業が急増し、令和 7（2025）

年頃までの 10 年間累計で、約 650 万人の雇用と、約 22 兆円の GDP が失われる

可能性があると指摘されています。 

これは千葉県も例外ではなく、県内企業約 13 万社のうち中小企業が占める割

合は 99.8％であり、平成 21（2009）年からの 7 年間で、既に約 1.8 万社減少。

経営者の年齢、後継者不在率も全国平均を上回っており、3社に 2社が後継者不

在となっています。 

また、少子化・高齢化の進行に伴い、保育や医療、介護の需要が増すと見ら

れる一方で、そうした専門職の不足や待遇改善、診療・介護報酬の改定、医療

費や介護費の増大など、いくつもの社会的な課題を抱えています。 

 

こうした状況下において市内経済を活性化させるためには、円滑な事業承継

はもちろんのこと、事業者の新陳代謝を活発にし、創業や第二創業を促進する

ことが不可欠です。 

日本政策金融公庫の「2018 年版新規開業実態調査」によれば、開業時の平均

年齢は 43.3 歳で、平成 24（2012）年以降、少しずつ上昇を続けています。全体

の 35.1％が 40 歳代、31.8％が 30 歳代であり、平成 27（2015）年調査以降はお

おむね同様の傾向となっています。 

性別を見てみると、約 8 割が男性であり、女性の割合は年々上昇しているも

のの、現在も起業家の多くは男性であることが分かります。 

この傾向は、同じく日本政策金融公庫の「2018 年度起業と起業意識に関する

調査」の結果にも表れており、起業無関心層が年々減少している中、男性では

46.2％と半数を下回る一方で、女性では 64.3％と非常に高く、大きな差が生じ

ています。 

こうした状況を踏まえ、関係機関が互いに連携しながら、創業しやすい環境

や、新たな事業、新たな分野に取り組みやすい環境を整備するとともに、中・

長期的な視点で創業機運を醸成していくことが求められます。 
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（４）労働環境 

景気回復に伴い、本市の有効求人倍率は改善傾向にあります。 

しかしながら、全国はもちろん、県内自治体と比較しても低調な数値となっ

ており、その一方で、市内事業者からは人手不足の声も上がっています。 
 

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（骨太方針 2019）では、就業機会確

保や、中途採用・経験者採用の促進などが謳われており、人生 100 年時代に向

けて、就業・雇用環境は今後も目まぐるしく変化していくことが予想されます。 

とりわけ、障がい者の就労・雇用については、平成 30（2018）年 4 月に障害

者雇用率が引き上げられ、令和 3（2021）年 4月までには、さらに 0.1％引き上

げられることが定められるなど、共生社会実現のため、より一層の促進が求め

られています。 

そのほか、心身の発達やライフステージにおいて重要なイベントが多い『Ａ

ＹＡ世代』（15 歳～39 歳の思春期・若年成人）のがん患者、がん経験者の就労、

キャリア形成においても、行政による支援が必要とされているところです。 
 

また、長時間労働による過労死や自死を防ぐとともに、労働生産性を向上さ

せ、さらには多様な働き方を選択できる社会を実現させるため、平成 31（2019）

年 4月より働き方改革関連法が順次施行されました。 

各事業所においては、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実

現が求められており、従来の長時間労働を前提とした働き方からの転換期を迎

えています。 

 そうした中で、従業員の健康管理を健康的な視点で考え、戦略的に実践する

ことで企業価値を高める「健康経営」という考え方も広がりを見せており、経

済産業省も「健康経営優良法人」や「健康経営銘柄」の認定・選定を行うなど、

事業者による自主的な取り組みを評価し、促進する仕組みづくりも進んでいま

す。 
 

そのほか、職場と住居を近づけることで、通勤による負担を軽減する「職住

近接」も注目されています。 

職住近接では、「職」に「住」を近づける手法と、「住」に「職」を近づける

手法があり、前者では会社の近くに住む社員に手当を支給したり、後者ではリ

モートワークを認めたりといった取り組みがされており、仕事と生活の調和だ

けに止まらず、地域活性化にも寄与することが期待されています。 
 

労働環境の改善は、労働者の生活を豊かにすることに加え、事業者の“雇用

につながる魅力”（エンプロイメンタビリティ employment-ability）を高める

ことにもつながり、人手不足を解消するアプローチとしても有効です。 

こうしたことを踏まえ、国や県などの関係機関と連携しながら、求職者の活

動を支援するとともに、事業者による労働環境改善の取り組みを支援し、促進

することが求められます。
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（５）都市環境 

本市には、JR 津田沼駅を中心として、5 路線 7 駅の鉄道網が整備されていま

す。特に、東西に広がる市域を横断する京成線は、市内にバランスよく 4 駅が

配置され、市民にとって重要な交通手段となっています。 

さらに、京葉道路・東関東自動車道といった高速道路、国道 14 号・296 号・

357 号などの主要幹線道路など、道路網も整備されており、交通網が発達してい

ます。 

また、ラムサール条約登録湿地である谷津干潟のほか、藤崎森林公園、実籾

本郷公園、香澄公園など、自然の豊かさを感じられる環境も整っています。 

平成 25（2013）年 4 月には、奏の杜のまちびらきが行われ、農地が広がって

いた JR 津田沼駅南口に新しいまちが誕生。子育て世代を中心に多くの人が集ま

り、新たな賑わいを見せています。さらに、鷺沼地区においても新たなまちづ

くりの機運が高まっています。 

 

 平成 30（2018）年に実施した市民意識調査では、市民の 8 割超が「住みやす

い」、「やや住みやすい」と回答し、その理由として「交通が便利である」と回

答した人が最も多く、続いて「災害が少ない」、「住宅事情が良い」が続いてい

ます。 

 また、平成30（2018）年に東洋経済新報社が行った「住みよさランキング2018」
※１では、「利便度」部門において全国 14 位（県内 2 位）と上位に位置し、総合

ランキングにおいても関東 20 位（県内 5位）と高い水準となりました。 

 そのほか、三菱 UFJ 不動産販売による「自治体別住みよさランキング・2018

版」では全国 53 位（県内 5 位）、SUUMO の「関東住みたい街（駅）ランキング

2019」では JR 津田沼駅が総合 39 位に選ばれるなど、さまざまな調査において

高評価を得ています。 

 

 一方で、こうした優位性が十分に活かされているとは言い難い状況にあるこ

とから、定住人口、特に子育て世代の獲得に向け、本市の住みやすさを活かし

たシティセールスを展開していくことが必要です。 

 また、今後は、超高齢社会を見据えた「住みやすさ」の向上と、さらなる交

流人口の増加のため、市内における交通利便性を向上させ、点在する交通不便

地区等を解消するとともに、地域単位だけでなく、市全体での回遊性を高めて

いくことが求められます。 

 

 

＜メモ＞ 

※１ 同ランキング2019では、従来とは異なる評価指標が採用されたため、2018

のデータを掲載。 
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（６）その他 

平成 28（2016）年 1 月より個人番号（マイナンバー）の運用が開始され、個

人番号カードの交付が始まりました。 

その後、「マイキープラットフォーム構想」に基づき構築された「マイキープ

ラットフォーム」と「自治体ポイント管理クラウド」により、平成 29（2017）

年 9月から「自治体ポイント」の実証事業が開始されています。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（骨太方針 2019）では、この「マイ

キープラットフォーム」と「自治体ポイント管理クラウド」を官民で活用する

ことが明記され、経済政策インフラとして、地域商店街の活性化にも資する政

策展開を図るとされています。 

さらに、同方針では、令和 3（2021）年 3月より健康保険証利用の本格運用が

開始されるとともに、令和 4（2022）年度中にはほとんどの住民が同カードを保

有していることを想定するとしており、今後、急速に普及していくことが見込

まれます。 
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第２節 産業分野ごとの環境    

（１）商業・サービス業分野 

＜現状＞ 

 本市の商業は、消費者の生活スタイルの変化や生活行動圏の広がり、少子超

高齢化、インターネット等を活用した新たな販売形態の拡大といった社会環境

の変化に加え、近隣地区への大型商業施設の進出などにより、厳しい競争下に

置かれています。 

 これまでも、各商店街や個店、商工会議所及び市が連携し、地域の活性化や

売り上げの向上に取り組んできましたが、これまで以上に、市域として一体的

な対策に取り組み、併せて商店街や個店、大型店等が共存・共栄を図ることが

重要となっています。 

 

 

＜課題＞ 

 近隣他市からの来街者の増加を図るため、回遊性の向上や商店同士の連携、

市民等の参加による活力の創出など、新たな魅力を持った商業集積づくりに向

けた取り組みを支援する必要があります。 

 また、ICT の目まぐるしい変化や進歩、インターネットを活用した販売・購入、

さらにはキャッシュレス決済など、多様化する消費者ニーズに対応できるよう、

サービス向上を図るとともに、大学や地域住民、市民活動団体などと連携して

商業基盤を強化するなど、時代の変化に即した商業振興に取り組まなければな

りません。 

 併せて、経営者の高齢化や後継者不足についても、地域として対策に取り組

む必要があります。 
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≪地区別の現状と課題≫ 

【拠点商店街：1地区】 

１．JR 津田沼駅地区（南口：津田沼南口商店会、北口：津田沼一丁目商店会） 

＜現状＞ 

JR 津田沼駅を中心とする当地区は、広域的な商業・業務・サービス等の都市

拠点機能を担ってきており、本市の玄関として広域的な集客力を持つ商業施設

や文化施設が集積し、賑やかな駅前空間が創出されています。 

 

 

＜課題＞ 

JR 津田沼駅周辺については、同駅の南北を問わず、今後も本市の表玄関の顔

にふさわしい魅力ある商店構成や商品内容をもった地域としての商業集積を図

るとともに、周辺の大規模開発による都市形成・人口流入を地元購買量の拡大

に繋げるべく、地域の店舗が一体となり、面的な広がりと魅力を持った地域づ

くりに向けた支援を行う必要があります。 

また、駅周辺の大規模商業施設は、昭和 50 年代に建てられたものが多く、築

40 年が経過し、リニューアルの時期を迎えつつあります。今後、この状況に対

応し、駅前空間としての機能をさらに充実させることが課題となります。 
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【地域商店街：5地区】 

１．JR 新習志野駅地区（新習志野駅前商店会） 

＜現状＞ 

JR 新習志野駅を中心とする当地区は、計画的な土地利用誘導により、産業環

境の維持・保全が図られています。 

こうした中、事業用借地権を活用して大型商業施設が進出し、駅前商業施設

においては、既存店舗のリニューアルや温浴施設のオープンなど、新たな事業

展開が図られています。 

また、隣接する他市の周辺地域においても同様に、大型商業施設の進出や既

存店舗のリニューアルが行われおり、さらには道路、鉄道網を活かした広域で

の賑わいの創出がなされています。 

 

 

＜課題＞ 

近隣地区との地域間競争に負けない商店街づくりや、来街者の増加に向けた

取り組み、魅力の創出の再考等が喫緊の課題となっています。 

また、新たに周辺企業や大学等との連携を含めた、地域が一体となった活性

化施策を検討する必要があります。 

 

 

２．京成谷津駅地区（南：谷津商店街協同組合、北：谷津サンプラザ商店会） 

＜現状＞ 

京成谷津駅を中心とする当地区は、JR 津田沼駅周辺の大型商業集積の影響を

大きく受けやすい位置にありますが、商店街店舗の紹介や観光案内を掲載した

独自のガイドマップ作成による地域の魅力の発信や防犯カメラの設置による安

全・安心な商店街づくりに取り組むなど、住宅地の商店街としての努力を精力

的に行っています。 

 

 

＜課題＞ 

京成谷津駅周辺では、賑わいのある商業環境の整備を促進し、地域拠点とし

ての魅力と利便性の向上を図ることが課題となっています。 

また、住宅地の商店街として、住民のニーズに合わせた商店街機能の充実や、

谷津バラ園や谷津干潟といった近隣の観光資源を活用した活性化策がさらに求

められます。 
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３．京成津田沼駅地区（津田沼商店街協同組合、サンロード津田沼商店会、 

三和名店街、袖ケ浦ショッピングセンター） 

＜現状＞ 

京成津田沼駅を中心とする当地区は、近年、空き店舗や空き事務所が目立ち、

賑わいが低下しています。 

こうした中、地域住民と市民活動団体が連携し、空き店舗を再利用してイベ

ントを開催するなど、活性化への取り組みが行われています。 

 

 

＜課題＞ 

アーケードなど老朽化した施設や空き店舗の対策など、地域住民や市民活動

団体などと連携したまちづくり、商店街の魅力創出の検討が急がれます。 

 

 

 

 

 

 

４．京成大久保駅地区（大久保商店街協同組合） 

＜現状＞ 

京成大久保駅を中心とする当地区では、大久保商店街が、防犯カメラの設置

や街路灯の LED 化など、安全性や環境に配慮した商店街づくりに取り組んでい

ます。 

また、商店街の中に誰でも立ち寄れ、休憩できる「お休み処」を開設し、商

店街の情報発信、地域住民の交流を図っています。 

 

 

＜課題＞ 

京成大久保駅周辺では、車両・歩行者動線の考慮を含め、地域住民や学生に

とって、安全性・利便性の高い魅力ある商業空間を形成していくことや、今後

予定されている同駅のリニューアルを念頭に置いた事業展開が課題となってい

ます。 

また、近隣にある大学等への通学動線にある商店街として、他の地区にはな

い特色を活性化に繋げる取り組みや、大久保地区の公共施設の再生を新たな顧

客獲得の機会と捉えた取り組みが必要です。 
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５．京成実籾駅地区（実籾駅前商店会、実籾稲荷通り商店会、 

実籾コミュニティロード商店会、実籾ほたる野商店会） 

＜現状＞ 

京成実籾駅を中心とする当地区は、道路整備の進展や、大型住宅開発等に伴

う人口増加により、新たな魅力を持った商業集積の構築の素地があります。 

また、町会等との連携によるまつりなどのイベントの開催など、地域との繋

がりが強い商店街と言えます。 

 

 

＜課題＞ 

京成実籾駅地区は、駅前、稲荷通り、コミュニティロード、ほたる野の 4 つ

の商店会から構成されていますが、それぞれの商店会が個性ある発展を目指す

とともに、地域全体の魅力創出のため、商店街コンセプトや共同事業の構築を

検討する必要があります。 
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（２）工業分野 

＜現状＞ 

本市の工業は、主に、戦前から続く市内中小工場や、戦後の企業誘致によっ

て進出した大手企業、第 2 次埋立地への市内から移転進出した中小工場、市外

からの進出企業により構成されています。 

東習志野地区、実籾・屋敷地区など内陸部工業地では、安定した操業がなさ

れていますが、一部で既存工場の撤退や廃業等に伴う商業施設や住宅地への転

換が見られます。 

茜浜・芝園地区といった臨海部工業地においても、盛衰による入れ替えはあ

るものの、安定した企業立地となっています。平成 25（2013）年の東関東自動

車道谷津船橋インターチェンジの開通以降、一層、利便性の向上が図られたこ

ともあり、特に流通の拠点として、本市臨海部の立地への注目度はさらに高ま

っています。 

一方、わが国を取り巻く若者を中心に見られるものづくり離れや、生産拠点

の海外移転などによる産業空洞化は、将来にわたる本市の産業の在り方にも、

その影響が懸念されます。 

 

 

＜課題＞ 

今の厳しい経済情勢の中で生き残るため、今後も産学民官連携による技術開

発力の向上、新技術・新製品の開発を支援し、都市間競争・国際競争に負けな

い企業づくりに取り組まなければなりません。 

また、現在市内で操業している企業の転出を防ぐとともに、新たな企業が進

出しやすいよう、引き続き、良好な操業環境の保持に取り組むとともに、工場

用地をより有効活用できる仕組み作りを検討していく必要があります。 

工業地の土地利用については、計画的な土地利用誘導により、産業環境の維

持・保全が図られていますが、茜浜地区の一部には、住居系土地利用との混在

が懸念される街区が存在し、東習志野地区、実籾・屋敷地区など内陸部工業地

の一部でも、住居系への土地利用転換が進んでいる地域があるなど、継続的に

住工混在の解消への対応が求められます。 

併せて、人手不足、後継者不足についても、若年層、女性、高齢者といった

多様な働き手の職場環境の整備など、産学民官の連携が必要となります。 
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（３）農業分野 

＜現状＞ 

本市の農業は、首都圏の充実した流通網を活かした、にんじん、ねぎ、わさ

び菜等の市場向けの野菜生産に加え、消費者への直接販売を目的とする多様な

品目の野菜生産を中心に営まれています。 

平成 27（2015）年現在の販売農家数は 81 戸、経営耕地面積は 55ha で、高齢

化や市街化区域編入などにより、近年はいずれも減少傾向にあります。 

また、販売規模別の販売農家数は、1,000 万円以上が 1 戸、500～1,000 万円

未満が 13 戸であり、販売金額の大きい農家数についても減少傾向となっていま

す。 

さらに、農業振興地域となる市街化調整区域の中には、都市的土地利用転換

の機運の高まりが見られる地区もあります。 

 

 

＜課題＞ 

一つ目として、農業従事者の確保・育成が挙げられます。 

農業従事者の高齢化や後継者不足のほか、新たな市街化区域編入などにより、

今後も農家数、経営耕地面積の減少が想定されることから、新たな農業従事者

を確保し、育成していくことが必要です。 

 

二つ目としては、農家の収益性向上による経営の安定化が挙げられます。 

販売金額の大きい農家数は減少傾向にあり、収益性向上のための取組が必要

です。 

販売機会の拡大やブランド化、経営効率化への取組を促進し、農業経営の安

定化を図っていく必要があります。 

また、災害等により農業者への被害が発生した場合において、迅速な復旧及

び被災農業者への支援が求められています。 

 

三つ目としては、農家と地域住民が共に豊かな生活を享受できる都市農業の

展開が挙げられます。 

習志野市は市域全体が都市化の様相を呈し、耕作地と市街地が混在するため、

都市農業に対する市民の理解が営農環境へ大きく影響します。 

生産者である農業者と消費者である地域住民が、共に豊かな市民生活を享受

できる都市農業の展開が求められます。 
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（４）観光分野 

＜現状＞ 

本市の観光資源は、谷津干潟や谷津バラ園、茜浜緑地、千葉県国際総合水泳

場に加え、市内の主な公園や市域を縦貫するハミングロードなどがあり、一年

を通して多くの来訪者があります。 

また、平成 6 年に開催して以降、夏の風物詩として定着している市民まつり

「習志野きらっと」をはじめ、各地域で開催されるまつり・催しは、地域の人

たちに“ふるさと習志野”を感じる機会として親しまれています。 

さらに、近年の健康志向の高まりなどから、御朱印集めや七福神めぐりなど、

市内に点在する史跡や文化施設を巡るまち歩きプログラムが、市民活動団体や

交通事業者などによって実施され、好評を得ています。 

 

こうした中、本市では「ぶらっと習志野観光ガイドブック」などの観光振興

ツールを活用した PR や、千葉ベイエリア観光連盟、ちばプロモーション協議会

への加盟を通じた広域的な取り組みのほか、習志野市ふるさと産品業者会への

支援、友好関係にある都市との交流等を行っています。 

 

 

＜課題＞ 

現状として、市域外、特に遠方から集客が見込めるような、通俗的な意味で

の観光資源に乏しいことから、観光面での対策の必要性が認識されにくいとい

う課題があります。 

しかし、観光によってもたらされる交流人口の増加は、地域の活性化や経済

振興に寄与するものであり、本市に多大な経済効果をもたらします。そのため、

今ある資源の磨き上げや、新たな資源の掘り起こし、本市ならではの魅力の発

信について、地域が一丸となって取り組みを進めていかなければなりません。 

 

本市では、住民が地元に愛着や誇り、こだわりなど（シビック・プライド）

を持つ地域にこそ、人々を惹きつける力があると捉え、まちづくり活動そのも

のを新しい集客の資源とする「観光まちづくり」に取り組んでいます。 

取り組みの推進にあたっては、これらの魅力を戦略的・効果的に発信してい

く（アウター・プロモーション）だけでなく、主役であり、最大の支援者でも

ある市民のシビック・プライドを醸成し、主体化させていくこと（インナー・

プロモーション）が求められます。 

 

また、近年、全国的に増加が著しい訪日外国人観光客の取り込みに向けて、

本市への誘客手法についても検討を進める必要があります。 
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第１節 総合目標    

 習志野市基本構想では「未来のために ～みんながやさしさでつながるまち～ 

習志野」を将来都市像に掲げ、これを実現するために「支え合い・活気あふれ

る『健康なまち』」「安全・安心『快適なまち』」「育み・学び・認め合う『心豊

かなまち』」を目標としています。 

 本計画では、基本構想や基本計画、産業振興基本条例などの趣旨を踏まえ、

本市が目指す姿として、次のとおり総合目標を定めます。 

 

 

【総合目標】 

人々の声と足音が響くまち 

～ 暮らしと産業の調和を目指して ～ 

 

 

第２節 ７つの基本方針    

 本計画では、EBPM（Evidence Based Policy Making／証拠に基づく政策立案）

を基本とし、総合目標の実現に向けて、基軸となる方向性を示すため、次のと

おり 7つの基本方針を定めます。 

 

（１）経営の安定化を支援します 

 

（２）商工業を振興します 

 

（３）都市農業を振興します 

 

（４）観光を振興します 

 

（５）創業しやすい環境を整備します 

 

（６）働きやすい環境づくりを支援します 

 

（７）就労・雇用機会の拡大を図ります 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基 本 構 想】将 来 都 市 像 

未来のために ～みんながやさしさでつながるまち～ 習志野 

【後期基本計画】3 つ の 目 標 

 

安全・安心 

「快適なまち」 

支え合い 

・活気あふれる 

「健康なまち」 

育み・学び 

・認め合う 

「心豊かなまち」 

基本方針１ 経営の安定化を支援します 
 
基本方針２ 商工業を振興します 
 

基本方針３ 都市農業を振興します 
 

基本方針４ 観光を振興します 
 

基本方針５ 創業しやすい環境を整備します 
 

基本方針６ 働きやすい環境づくりを支援します 
 

基本方針７ 就労・雇用機会の拡大を図ります 
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第１節 経営の安定化支援 

社会環境が目まぐるしく変化する中にあっても、将来にわたって地域で操業

を続けることができる環境を整備し、経営の安定化を支援します。 

習志野商工会議所などの関係機関と連携しながら、経営基盤の強化や経営革

新の取り組み促進、融資制度等による円滑な資金調達支援を行います。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 市内事業所数 
4.270 事業所 

（H26 経済センサス） 

4.270 事業所 

（令和 8年 3月） 

② 利子補給金交付事業者数 
644 事業者 

（平成 30 年度） 

309 事業者 

（令和 7年度） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．中 小 企 業 の 育 成 

 ２．相 談 体 制 の 充 実 

 ３．資 金 調 達 の 支 援 
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主な取り組み① 中小企業の育成 

本市産業の中心的な存在である中小企業が、経済情勢や経営環境の変化に柔

軟に対応し、将来にわたって地域に根差した事業展開ができるよう、習志野商

工会議所等と連携・協力しながら、市内中小企業の育成に取り組みます。 

また、中小企業にとって有益な情報の発信や事業相談、地域活動など、習志

野商工会議所が実施する中小企業対策や商工振興事業を支援します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

商工会議所補助事業 産業振興課 

産学官連携事業 産業振興課 

地域経済対策事業 産業振興課 

住宅修繕あっせん制度 産業振興課 

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 商工会議所会員数【成果】 産業振興課 
1,817 事業所 

（平成 31年 3月） 

1,825 事業所 

（令和 8年 3月） 

② 
地域経済対策事業 

登録事業者数【成果】 
産業振興課 

193 事業所 

（平成 31年 4月） 

200 事業所 

（令和 8年 3月） 

③ 
住宅修繕あっせん制度 

あっせん件数【成果】 
産業振興課 

121 件 

（平成 30 年度） 

130 件 

（令和 7年度） 
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主な取り組み② 相談体制の充実 

習志野商工会議所と協力して、市内企業に専門家（大学教授等）を派遣し、

新技術・新製品の特許権取得に係る助言や、事業計画書の作成等の相談ができ

る交流オフィスを開設します。 

また、専門的な相談に対応するために、直接、専門家（大学教授等）が企業

訪問する技術相談事業を行います。 

財務面については、同じく習志野商工会議所や千葉県信用保証協会、金融機

関などと連携し、事業者の資金調達や販路・仕入先拡大、経営計画策定など、

それぞれの特性に沿った経営支援を行います。 

 

関係する主な施策  所管部署 

商工会議所補助事業 産業振興課 

産学官連携事業 産業振興課 

習志野市中小企業資金融資制度 産業振興課 

創業に係る総合相談窓口 産業振興課 

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
交流オフィス利用件数 

【成果】 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7年度） 

② 技術相談件数【成果】 産業振興課 
5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  



34 

 

主な取り組み③ 資金調達の支援 

市内事業者の資金調達を円滑にし、経営の安定化を図るため、金融機関や千

葉県信用保証協会、習志野商工会議所等と連携・協力して、習志野市中小企業

資金融資制度などによる支援を行います。 

また、さまざまな機関・団体が行う支援や補助金などの制度について、職員

自身が情報を収集し、相談者に適切な助言を行ったり、周知を行ったりするこ

とにより、利用の促進を図ります。 

 

関係する主な施策  所管部署 

習志野市中小企業資金融資制度 産業振興課 

中小企業資金融資利子補給金 産業振興課 

商工会議所補助事業 産業振興課 

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 

資金繰りの円滑化を目的

とした資金の融資件数 

【成果】 

産業振興課 
（60 件） 

（令和元年度見込み） 

32 件 

（令和 8年 3月） 
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第２節 商工業の振興  

中小小売店と大型店との共存・共栄や、商店街と市民、市民活動団体などに

よる新たな連携を推進し、消費者の生活や消費スタイルを含めた社会の変化に

柔軟に対応できるよう、サービスの多様化や商品構成の向上等、時代に即した

魅力ある商業の振興に取り組みます。 

また、産学民官連携による産業基盤の強化や、新技術・新製品の開発など付

加価値の高いものづくり、新たな分野への参入などを支援し、市内事業者の競

争力向上を図ります。 

さらに、企業の市外転出を防止するとともに、新たな企業の進出を図るため、

良好な操業環境の保持に努めます。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 市内事業所数 
4.270 事業所 

（H26 経済センサス） 

4.270 事業所 

（令和 8年 3月） 

② 市内法人数 
3,208 法人 

（平成 31年 3 月） 

3,500 法人 

（令和 8年 3月） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．地域一体となったまちづくり 

 ２．魅力ある商店街づくりの推進 

 ３．付加価値の高いものづくりの支援 
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地域一体となったまちづくり 主な取り組み① 

行政、市内事業者と大学、地域住民などが一体となって協働し、連携を深め

ながら取り組みを進めることにより、市内産業の活性化と地域一体となったま

ちづくりの推進を図ります。 

また、キャッシュレス決済や ICT の利活用、シェアリング・エコノミーなど、

高度情報化、ソサエティ 5.0 といった社会の変化に適応できるよう、時代に即

した支援や啓発を行います。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

商工会議所補助事業 産業振興課 

商業活性化事業 産業振興課 

商店街共同施設管理事業 産業振興課 

商店街共同施設整備事業 産業振興課 

産学官連携事業 産業振興課 

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
地域と行う各商店街のイ

ベント数【成果】 
産業振興課 

52 件 

（平成 30 年度） 

60 件 

（令和 7年度） 

② 
高度情報化社会の変化に

即した啓発活動【活動】 
産業振興課 

（2件） 

（令和元年度） 

4 件 

（令和 8年 3月） 
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魅力ある商店街づくりの推進 主な取り組み② 

習志野市商店会連合会への補助や、同会と連携した取り組みを推進すること

により、各商店会の会員増加や自主財源の確保を促します。 

また、商業活性化と地域の安全・安心を図るため、街路灯等の維持管理・整

備や、イルミネーション事業への支援を行い、地域における交流の拠点として、

魅力ある商店街づくりを推進します。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

商業活性化事業 産業振興課 

商店街共同施設管理事業 産業振興課 

商店街共同施設整備事業 産業振興課 

産業振興基本条例の推進 産業振興課 

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 商店会の会員数【成果】 産業振興課 
382 店舗 

（平成 31 年 3月） 

382 店舗 

（令和 8年 3月） 

② 
イルミネーション事業に

参加する商店会数【成果】 
産業振興課 

2 商店会 

（平成 30 年度） 

4 商店会 

（令和 7年度） 

③ 
まちゼミを実施する 

商店会数【成果】 
産業振興課 

10 商店会 

（平成 30 年度） 

13 商店会 

（令和 7年度） 
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付加価値の高いものづくりの支援 主な取り組み③ 

企業紹介と販路拡大を目的としたウェブサイト「習志野グローバルものづく

りガイド」や展示会への出展等を中心として、市内企業のものづくりが「全国

から世界へ」とつながるよう支援します。 

また、従業員のスキルアップや先端設備等の導入、ブランディングなどによ

る競合との差別化を促進するとともに、産学民官連携による新技術・新製品の

開発を支援するなど、付加価値の高いものづくりができる環境を整備します。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

産学官連携事業 産業振興課 

工業活性化事業 産業振興課 

商工会議所補助事業 産業振興課 

習志野市中小企業資金融資制度 産業振興課 

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 

「習志野グローバルもの

づくりガイド」アクセス

数【成果】 

産業振興課 
29,915 件 

（平成 30 年度） 

40,000 件 

（令和 7 年度） 

② 
交流オフィス利用件数 

【成果】＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

③ 
技術相談件数【成果】 

＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

④ 

新たな設備の導入を目的

とした資金の融資件数 

【成果】 

産業振興課 
（6.6 件） 

（平成 28～30 年度） 

30 件 

（令和 8年 3月） 
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第３節 都市農業の振興  

農業従事者を確保・育成するため、農業経営効率化への取組の促進や新規就

農者の経営支援を行うとともに、地元農産物のブランド化を促進し、農業経営

の安定化を図ります。 

また、各種イベントにおける地元農産物の供給機会の創出によって市産市消

を推進するとともに、市民農園の運営など、市民が農業に親しむ機会を創出し

ます。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 認定農業者数 
26 人 

（平成 31年 3月） 

26 人 

（令和 8年 3月） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．農業従事者の確保・育成 

 ２．市産市消の推進 

 ３．市民が農業に親しむ機会の創出 
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農業従事者の確保・育成 主な取り組み① 

農業経営の効率化支援や地元農産物のブランド化を促進し、農業経営のため

の環境を整えます。 

また、新規就農者の経営を支援し、農業従事者の確保に取り組みます。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

農業経営の効率化支援 産業振興課 

地元農産物のブランド化促進 産業振興課 

新規就農者の経営支援 産業振興課 

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 

ちばのオリジナルブランド

産地づくり支援事業による

ブランド化実施数【成果】 

産業振興課 
５個 

（令和元年度） 

６個 

（令和７年度） 
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主な取り組み② 市産市消の推進 

生産者である農業従事者と消費者である地域住民が、共に豊かな市民生活を

享受できる都市農業の展開として、農業祭など各種イベントにおける地元農産

物の供給を支援します。 

また、地元商店街や大型商業施設（ショッピングセンター等）と連携し、地

元農産物を販売することにより、農業従事者の流通経路の確保と地元農産物の

PR に努めます。 

さらに、習志野市の農業への理解を深める機会として、給食で使用するにん

じんを習志野市産の彩誉で賄うキャロット計画を推進します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

農業祭など各種イベントにおける地元農産物の供給 産業振興課 

地元商店街や大型商業施設との連携 産業振興課 

キャロット計画の推進 産業振興課 

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 農業祭の開催【活動】 産業振興課 
1 回 

（令和元年度） 

1 回 

（令和 7年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  



42 

 

市民が農業に親しむ機会の創出 主な取り組み③ 

市民が農業に親しむ機会として、市営市民農園を運営します。 

また、民営市民農園の開設支援を行います。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

市営市民農園の運営 産業振興課 

民営市民農園の開設支援 産業振興課 

  

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
市営市民農園の利用率 

【成果】 
産業振興課 

97％ 

（令和元年３月） 

97％ 

（令和 8年 3月） 
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第４節 観光の振興  

まちづくりの先に観光を見据え、地域の中で培われてきた“暮らし”のすべ

てを観光資源の原石と捉えて、地域とともに資源の掘り起こしや磨き上げ等を

行うことにより、本市ならではの魅力の発見とシビック・プライドの醸成を図

ります。 

本市の魅力を市内外にアピールするため、メディアを通じた情報発信に加え、

直に体感・体験できる場として地域資源を活用したイベント等を開催します。 

さらに、近隣地域との連携や、都市間交流を通じて、広域での取り組みを推進

します。 

これらの取り組みをより効果的にするため、観光ガイドブック等のツールを

活用するとともに、観光まちづくりを推進する体制づくりを進めます。 

 

成果指標 基準値  目標値

① 市内観光入込客数【成果】 
738,958 人 

（平成 30 年） 

900,000 人 

（令和 7年） 

② 市内宿泊客数【成果】 
32,731 人 

（平成 30 年） 

40,000 人 

（令和 7年） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．観 光 力 の 強 化 

 ２．地 域 資 源 の 活 用 

 ３．広 域 連 携 ・ 交 流 
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観光力の強化 主な取り組み① 

本市ならではの魅力を発掘、テーマ性を付与することにより、観光資源とし

ての付加価値づくりに努めるとともに、「ぶらっと習志野観光ガイドブック」や

「ならしの駅からマップ」等の観光振興ツールを活用し、広く県内外に情報を

発信していきます。 

さらに、まち巡りプログラムの充実や、ドラマ等映像作品のロケ誘致、市民

まつりの情報発信により、直接的な観光誘客を図るとともに、市民のシビック・

プライド醸成にも努めます。 

また、これらの観光振興施策を効果的に推進する体制づくりについて、習志

野商工会議所を始めとした関係機関との協議を進めていきます。 

 

関係する主な施策  所管部署 

観光資源の発掘・創出 産業振興課 

観光振興ツールの活用 産業振興課 

まち巡りプログラムの充実 産業振興課 

ドラマ・映画等のロケ誘致 産業振興課 

まちづくり観光を推進する体制づくり 産業振興課 

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
市HP等で公開しているま

ち巡りコース数【活動】 
産業振興課 

10 コース 

（平成 31 年 3 月） 

16 コース 

（令和 8 年 3 月） 

② 
ドラマ・映画等の撮影誘

致回数【成果】 
産業振興課 

41 回 

（平成 30 年度） 

50 回 

（令和 7年度） 
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主な取り組み② 地域資源の活用 

本市の歴史や文化、産物をモチーフに開発された「習志野市ふるさと産品」

や「習志野ソーセージ」の普及を図るとともに、これらを活用したイベントの

実施、情報発信により、本市への観光誘客を促進します。 

また、ご当地キャラクター「ナラシド♪」のイベント出演や、キャラクター

グッズを充実させることにより、本市に「人を呼び込める」キャラクターとし

て、さらなる魅力向上を図ります。 

これらの取り組みのほか、本市にゆかりのあるヒト・モノなどを活用した PR

手法を検討します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

ふるさと産品の充実と業者会の支援 産業振興課 

習志野ドイツフェアの開催 産業振興課 

習志野ソーセージの普及支援 産業振興課 

ご当地キャラクター「ナラシド♪」の活用 産業振興課 

  

 

 中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
ふるさと産品認定数 

【成果】 
産業振興課 

48 点 

（平成 31 年 3 月） 

55 点 

（令和 8年 3月） 

② 

習志野ソーセージを販

売・提供する行事数【活

動】 

産業振興課 
2 件 

（平成 30 年度） 

4 件 

（令和 7年度） 

③ 
「ナラシド♪」グッズ数 

【成果】 
産業振興課 

10 点 

（平成 31 年 3 月） 

16 点 

（令和 8年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



46 

 

主な取り組み③ 広域連携・交流 

本市と交流の深い富士吉田市（山梨県）・南房総市（千葉県）・京田辺市（京

都府）・上野村（群馬県）との都市間交流事業や、千葉ベイエリア観光連盟・ち

ばプロモーション協議会との連携により、本市の魅力を県内外に発信します。 

また、千葉市・船橋市との連携により展開する「千葉おもてなし SHOP ガイド」

を活用して、市内事業者にインバウンド対応を促します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

都市間交流事業 産業振興課 

千葉ベイエリア観光連盟やちばプロモーション協議会

への参画 
産業振興課 

千葉おもてなし SHOP ガイドへの参画 産業振興課 

  

  

 

 中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
都市間交流市村との相互

参加行事数【活動】 
産業振興課 

4 回 

（平成 30 年度） 

4 回 

（令和 7年度） 

② 
千葉おもてなしSHOPガイ

ドの登録店舗数【成果】 
産業振興課 

（－） 

（平成 31 年 3 月） 

100 店 

（令和 8 年 3 月） 
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第５節 創業しやすい環境の整備  

習志野商工会議所等のさまざまな機関と連携しながら、創業前の相談から資

金調達、創業後のフォローアップまで、多様なアプローチによって、市内での

創業を考えている人たちを支援します 

また、将来的に「創業のまち」とすることを見据え、長期的な視点で市全体

の創業機運を醸成するために、無関心層や、児童・生徒・学生といった若年層

に対する意識啓発の取り組みを推進します。 

その他、新たな産業や市場の創出、新たな技術や製品の開発への支援に取り

組みます。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 設立法人数 
239 件 

（平成 28～30 年度） 

1,600 件 

（令和 8年 3月） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．創業希望者への支援 

 ２．創 業 機 運 の 醸 成 

 ３．産学民官連携の推進 
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創業希望者への支援 主な取り組み① 

習志野商工会議所をはじめ、金融機関、千葉県信用保証協会といった関係機

関や、近隣自治体などと連携し、気軽に相談することができるワンストップ相

談窓口を設置するなど、創業しやすい環境を整備するとともに、創業に必要な

知識や心構えを学ぶ機会を提供し、市内での創業を希望・検討する人を支援し

ます。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

創業支援事業（ならしの創業塾等） 産業振興課 

習志野市中小企業資金融資制度 産業振興課 

再チャレンジ支援講座の実施 男女共同参画センター 

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
創業塾等の実施回数 

【活動】 
産業振興課 

（1回） 

（令和元年度） 

12 回 

（令和 8年 3月） 

② 
創業塾等の受講者数 

【成果】 
産業振興課 

（23 人） 

（令和元年度） 

193 人 

（令和 8年 3月） 

③ 
創業支援を目的とした資

金の融資件数【成果】 
産業振興課 

（1.3 件） 

（平成 28～30 年度） 

19 件 

（令和 8年 3月） 

④ 
再チャレンジ支援講座の

実施回数（累計）【活動】 

男女共同参画

センター 

（1回） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 
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主な取り組み② 創業機運の醸成 

創業に興味・関心の無い人（無関心層）や、児童・生徒・学生などの若年層

を対象としたセミナーや講演会、授業を開催することで、多くの人が選択肢の

一つとして「創業」を持つことができるような環境をつくります。 

事業の実施にあたっては、習志野商工会議所や千葉県信用保証協会といった

関係機関のほか、市内の小・中学校、高等学校、大学、近隣自治体などと広く

連携します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

起業家創出・育成事業 産業振興課 

再チャレンジ支援講座の実施 男女共同参画センター 

  

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
セミナー等の開催回数 

【活動】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

5 回 

（令和 8年 3月） 

② 
セミナー等の受講者数 

【成果】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

150 人 

（令和 8年 3月） 

③ 
再チャレンジ支援講座の

実施回数【活動】 

男女共同参画

センター 

（1回） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 
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産学民官連携の推進 主な取り組み③ 

市内企業による新たな製品・技術の開発、あるいは新たな分野への進出に向

けた取り組みを支援するため、産学民（金）官の連携を強化・推進します。 

また、市内企業の優れた技術や製品について情報を発信するとともに、マッ

チングによる新たな市場や取引関係の創出を支援します。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

産学民官連携事業 産業振興課 

地域産業資源の活用 産業振興課 

習志野市中小企業資金融資制度 産業振興課 

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
交流オフィス利用件数 

【成果】＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

② 
技術相談件数【成果】 

＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

③ 
ビジネスマッチング 

イベント出展企業数【活動】 
産業振興課 

2 件 

（平成 30年度） 

３件 

（令和 7 年度） 
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その他関係機関の取り組み 所管部署等 

創業ワンストップ相談窓口 習志野商工会議所 

創業スクール 千葉県信用保証協会 

研究施設等の活用 習志野商工会議所ほか 

アドバイザー派遣制度・共同開発助成制度の活用 習志野商工会議所ほか 

  

 

中間指標【種別】 等所管部署  基準値 目標値 

① 
ワンストップ相談窓口 

利用者数【成果】 

習志野 

商工会議所 

（20 件） 

（平成 30 年度） 

35 件 

（令和 7年度） 
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第６節 働きやすい環境づくり  

地域の活性化にあたっては、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

が図られ、健やかな生活を送ることができる環境や、性や年齢などに関わらず、

誰もが意欲と能力を発揮し活躍できる環境が不可欠です。 

こうした社会を実現するため、市民と事業者、それぞれが理解を深め、一人

ひとりが自らのライフステージやライフスタイルに合った働き方を選択できる

よう、関係機関等と連携しながら啓発を行うとともに、優れた取り組みが評価

される環境の整備に取り組みます。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 
からだの健康づくりに取

り組んでいる企業【成果】 

69.2％ 

（H30 健康意識調査） 

85％ 

（令和 8年 3月） 

② 
こころの健康づくりに取

り組んでいる企業【成果】 

68.0％ 

（H30 健康意識調査） 

85％ 

（令和 8年 3月） 

③ 
余暇時間の確保に取り組

んでいる企業【成果】 

49.0％ 

（H30WLB 事業所調査） 

55％ 

（令和 8年 3月） 

④ 
福利厚生の充実ができて

いる企業【成果】 

30.9％ 

（H30WLB 事業所調査） 

35％ 

（令和 8年 3月） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．安心して働ける環境づくり 

 ２．安全で健康に働ける環境づくり 

 ３．労働者への支援 
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安心して働ける環境づくり 主な取り組み① 

性や年齢などに関わらず、誰もが安心して意欲と能力を発揮し活躍できる労

働環境づくりの促進するため、労働局や労働基準監督署などの関係機関と連携

して、労働相談や労働・雇用に関するルール、制度の周知・啓発に努めます。 

ライフステージ等に変化があっても離職することなく、本人の希望や状況に

応じて働き続けることができる環境を整備するなど、多様な働き方・働かせ方

を実践する事業者の支援に取り組みます。 

また、そうした環境づくりに取り組んでいる優良な事業者や、優れた取り組

みの共有に努め、事業者による自主的な取り組みを促進します。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

労働・雇用制度の周知・啓発 
産業振興課 

男女共同参画センター 

退職金共済制度等の普及・啓発 産業振興課 

優良な事業者や取り組み事例の紹介 

産業振興課 

男女共同参画センター 

ほか 

各種表彰・認定・登録・認証制度の周知 男女共同参画センター 

事業所に対する男女共同参画に関する啓発 男女共同参画センター 

子育て支援先端企業認証制度の推進 こども政策課 

くるみん認定制度の推進 こども政策課 

 

 中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 

中小企業退職金共済に加

入している市内事業所数 

【成果】 

産業振興課 
171 事業所 

（平成 31 年 3 月） 

206 事業所 

（令和 8年 3月） 

② 

中小企業退職金共済に加

入している市内従業員数 

【成果】 

産業振興課 
1,604 人 

（平成 31 年 3 月） 

2,504 人 

（令和 8年 3月） 

③ 
優良事業者等の紹介件数

【活動/成果】 

産業振興課 

男女共同参画

センター 

ほか 

3 件 

（令和 2年 3月） 

6 件 

（令和 8年 3月） 
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安全で健康に働ける環境づくり 主な取り組み② 

労働者が安全で健やかに働くことができるよう、関係機関と連携し、安全衛

生に対する意識を高めることにより、職場における安全性の確保・向上を図り

ます。 

また、市内事業者が職場環境・就業環境の改善に取り組むだけでなく、従業

員やその家族の心身の健康づくりに積極的に取り組むことができるよう、健康

経営を支援します。 

さらに、優良な事業者や取り組みの事例の共有に努め、事業者による自発的

な取り組みを促進します。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

労働・雇用制度の周知・啓発 産業振興課 

優良な事業者や取り組み事例の紹介 産業振興課ほか 

事業者による健康なまちづくりの推進 
健康支援課 

産業振興課 

働く場におけるハラスメント防止に向けた啓発 
男女共同参画センター 

産業振興課 

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
優良事業者等の紹介件数

【活動/成果】 

産業振興課 

健康支援課 

ほか 

1 件 

（令和 2年 3月） 

4 件 

（令和 8年 3月） 
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労働者への支援 主な取り組み③ 

労働者が労働意欲を高め、意欲と能力を十分に発揮し、生きがいをもってい

きいきと生活できるよう、労働者本人だけでなく、経営者や人事担当者なども

対象としたセミナー等を行います。 

また、市内中小企業に勤務する労働者が安心して働き続けることができるよ

う、中小企業退職金共済をはじめとした各種制度の普及・啓発、加入促進に努

めます。 

 

 関係する主な施策 所管部署 

労働者向けセミナー等の開催 産業振興課 

退職金共済制度等の普及・啓発 産業振興課 

パラレルキャリアに関する講座の実施 男女共同参画センター 

  

  

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
労働者向けイベントの開

催回数【活動】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 

② 
労働者向けイベントの参

加者数【成果】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

240 人 

（令和 8年 3月） 
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第７節 就労・雇用機会の拡大  

ハローワーク船橋や千葉労働局、千葉県ジョブサポートセンターなどの支援

機関に加え、習志野商工会議所や近隣自治体と広く連携・協力することにより、

ニーズの把握に努めるとともに、求職者と企業により多くのマッチング機会を

提供します。 

また、求職者の“雇用され得る能力”（エンプロイアビリティ 

employ-ability）の向上と、求職者にとって魅力ある企業となるための取り組

み（エンプロイヤーブランディング employer branding）を推進します。 

 

成果指標  基準値 目標値 

① 有効求人倍率 
1.14 倍 

（平成 30 年度） 

1.49 倍 

（令和 7年度） 

② 完全失業率（習志野市） 
4.4％ 

（平成 27年国勢調査） 

2.2％ 

（令和 7年国勢調査） 

③ 完全失業率（千葉県） 
2.2％ 

（平成 30 年） 

1.5％ 

（令和 7年） 

 

 

＜主な取り組み＞ 

 １．求 職 者 へ の 支 援 

 ２．人 材 の 確 保 

 ３．近隣自治体等との広域連携 
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主な取り組み① 求職者への支援 

ハローワークやジョブサポートセンターといった支援機関との連携・協力を

軸として、セミナーや相談会の開催など、求職者のニーズに応じた支援を行う

ほか、企業とのマッチング機会を提供するなど、就労に向けて多様なアプロー

チを行います。 

また、国と共同で設置している「ふるさとハローワークならしの」において、

相談対応や情報提供を行うとともに、ミニ面接会などを実施します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

キャリア教育の推進 産業振興課 

求職者と企業とのマッチングの推進 産業振興課 

再チャレンジ支援講座の実施 男女共同参画センター 

障がい者の就労支援 障がい福祉課 

高齢者の就労支援 高齢者支援課 

ひとり親の就労支援 子育て支援課 

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
就労支援イベントの 

開催回数【活動】 
産業振興課 

（11 回） 

（H29～R 元年度） 

48 回 

（令和 8年 3月） 

② 
ふるさとハローワーク 

ならしの利用者数【成果】 
産業振興課 

9,545 人 

（平成 30 年度） 

10,025 人 

（令和 7 年度） 

③ 

障がい者地域共生協議会

就労支援部会の開催回数

【活動】 

障がい福祉課 
12 回 

（平成 30 年度） 

12 回 

（令和 7 年度） 
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主な取り組み② 人材の確保 

ハローワークやジョブサポートセンターといった支援機関に加え、習志野商

工会議所や事業者団体、大学などと連携・協力し、企業説明会や交流会、就職

面接会などを開催するにより、雇用機会の創出・拡大に取り組みます。 

また、働き方改革等、労働条件の改善を進めることにより、“雇用につながる

魅力”（エンプロイメンタビリティ employment-ability）を高め、求職者に選

ばれる企業となるよう啓発を行うとともに、優良な事業者等の紹介を行うこと

により、市内事業者の人材確保を支援します。 

 

関係する主な施策  所管部署 

求職者と企業とのマッチングの推進 産業振興課 

優良な事業者や取り組み事例の紹介 

産業振興課 

男女共同参画センター 

ほか 

各種表彰・認定・登録・認証制度の周知 男女共同参画センター 

障がい者の就労支援 障がい福祉課 

高齢者の就労支援 高齢者支援課 

ひとり親の就労支援 子育て支援課 

子育て支援先端企業認定制度の推進 こども政策課 

くるみん認定制度の推進 こども政策課 

介護事業所における人材の確保 介護保険課 

 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 
マッチングイベントの 

開催回数【活動】 
産業振興課 

（9回） 

（令和元年度） 

30 回 

（令和 8年 3月） 

② 

障がい者地域共生協議会

就労支援部会の開催回数 

【活動】＜再掲＞ 

障がい福祉課 
12 回 

（平成 30 年度） 

12 回 

（令和 7 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



60 

 

近隣自治体等との広域連携 主な取り組み③ 

近隣自治体を中心に広く連携・協力し、求職者への支援や企業説明会、求職

者と事業者とのマッチングなどを行うことにより、就労・雇用機会の拡大を図

ります。 

 

関係する主な施策  所管部署 

雇用環境整備事業（全般） 産業振興課 

  

  

  

  

 

 中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 

① 共催・後援の割合【活動】 産業振興課 
100％ 

（平成 30 年度） 

100％ 

（令和 7年度） 

② 共催・後援等の件数【成果】 産業振興課 
（10 件） 

（令和元年度） 

60 件 

（令和 8年 3月） 
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 第 ５ 章  

取り組みの推進 
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第１節 連携・協働    

産業の振興、地域の活性化は、行政だけ、事業者だけでは実現することがで

きません。 

市民や地縁団体、市民活動団体、学校など、地域に関わるさまざまな立場の

人（プレイヤー）が、それぞれの役割を自覚し、力を合わせながら、互いに補

完していくことが不可欠です。 

 市は、行政あるいは事業者というプレイヤーの一人としての役割を担うだけ

でなく、それぞれのプレイヤーが円滑・効果的に連携することができるよう、

情報の共有・発信を含めたサポートを行うこととします。 

 

 

第２節 周知・共有    

連携・協働により取り組みを進めていくためには、各プレイヤーが同じ目標

を共有していなければなりません。 

そのため、市が中心となり、本計画の内容を広報習志野や市ホームページ等

の各メディアを活用して発信するとともに、関係機関等を通じて広く周知を図

ります。 

 

 

第３節 進捗管理・評価（PDCA サイクル）    

計画を策定（Plan）した後、目標に向けた取り組みを着実に、かつ効果的に

推進するためには、それぞれが活動（Do）するだけでなく、計画に沿って施策

が進められているか、想定した成果が上げられているかといった進捗状況を定

期的に確認し、把握しておく必要があります。（Check） 

また、当初の想定から乖離するようであれば、その原因を分析し、以降の取

り組みに活かさなければなりません。（Action） 

 

本計画では、こうした進捗管理・評価のため、各取り組みの評価指標として

「活動指標」（アウトプット指標）と「成果指標」（アウトカム指標）を定める

とともに、以下 3つのマイルストーンを設けます。 

なお、設定する指標は、原則として客観的に確認・把握ができるもの（公表

されているデータ等）とし、評価の客観性を確保するものとします。 

 

（１）年度評価 

 次年度以降の活動に反映させるため、年度ごとに進捗状況を把握します。 

 各取り組みに中間指標として設定した活動指標または成果指標を活用します。 

 

（２）中間評価 

 本計画は、計画期間の中間にあたる令和 4（2022）年度頃を目途に見直しを予

定していることから、同時点における目標（KPI = Key Performance Indicator

／重要業績評価指標）を設定し、評価を行います。 
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 主として、第 4 章各節に設定した成果指標を活用しますが、各取り組みに設

定した中間指標と併せて分析を行います。 

 

（３）最終評価 

 本計画における最終的な目標（KGI = Key Goal Indicator／重要目標達成指

標）を設定し、本計画全体の評価を行います。 

 第 4 章各節に設定した成果指標を活用しますが、各取り組みに設定した中間

指標と併せて分析を行います。 

 

 

第４節 産業振興審議会の活用    

 本計画の進捗管理や評価、次期計画の策定にあたっては、産業の振興を推進

するために設置された諮問機関であり、産学民のさまざまな立場の人で構成さ

れる産業振興審議会を活用し、取り組みの推進を図ります。 
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 終  章  

次期計画の策定に向けて 
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第１節 見直しの実施    

本計画は、計画期間が 6 年と長期にわたることから、社会環境の変化等に対

応するため、令和 4（2022）年度頃を目途に内容の見直しを行います。 

見直しにあたっては、実態に即したものとなるよう、年度評価の状況や中間

評価の結果、各種社会指標等を活用するものとします。 

なお、見直しの時期等については、必要に応じて柔軟に対応することとしま

す。 

 

 

第２節 最終評価の時期    

最終評価は、本計画が終了となる令和 7（2025）年度末の状況をもって実施す

ることが理想的ではありますが、現実には、同年度末までに次期計画を策定す

ることが求められるため、本計画の最終評価と、次期計画の策定作業は並行し

て行わねばなりません。 

そこで、次期計画の策定作業を円滑に進めるため、本計画の最終評価は、原

則として令和 7 年 3月末～9月末時点での状況をもって実施し、次期計画に反映

させるものとします。 

なお、KGI は、あくまでも本計画が終了となる令和 7（2025）年度末時点にお

ける達成目標とします。 

 

 

第３節 環境の変化への対応    

国の方針や、本市の長期計画、主要施策などに大きな変更が生じた場合、社

会環境に著しい変化が生じた場合等にあっては、本計画の終了を待つことなく、

必要に応じて随時改定を行うこととします。 
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Ⅰ 評価指標一覧 

第１節 経営の安定化支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 市内事業所数 
4.270 事業所 

（H26 経済センサス） 

4.270 事業所 

（令和 8年 3月） 

経済センサスから引用。 

最終評価にあたっては、令和 7年 3月末までに調査結果が公表された直近の経済センサスにおける数値、 

または令和 7年 6月頃までに新たな調査結果が公表されることが明らかである場合は、その数値を採用する。 

なお、目標値は社会情勢から同数としている。 

② 利子補給金の交付事業者数 
644 事業者 

（平成 30 年度） 

309 事業者 

（令和 7年度） 

本市制度融資利用者に交付している利子補給金の当該年度における交付事業者数（上期・下期の延べ数）。 

目標値は、制度融資利用者及び利子補給金の交付実績が減少していることから、年度あたり 10％減少すること

を見込み、算定した。 

 

第１節 経営の安定化支援 ①中小企業の育成 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 商工会議所会員数【成果】 産業振興課 
1,817 事業所 

（平成 31年 3月） 

1,825 事業所 

（令和 8年 3月） 

習志野商工会議所事業報告書から引用。 

近年、会員数は減少している中で、現状を維持しながらも、年あたり１事業者増加することを目標とした。 

② 
地域経済対策事業 

登録事業者数【成果】 
産業振興課 

193 事業所 

（平成 31年 4月） 

200 事業所 

（令和 8年 3月） 

本市が行う「地域経済対策事業」の登録事業者数を使用。 

目標値は、年あたり 1事業者増加するものと見込み、算定した。 

なお、地域経済対策事業とは、公共施設の小規模修繕を登録事業者へ発注する事業。 

市への登録は、市内で営繕・修理業を営んでいる事業者、個人事業者が対象となる。 

③ 
住宅修繕あっせん制度 

あっせん件数【成果】 
産業振興課 

121 件 

（平成 30 年度） 

130 件 

（令和 7年度） 

当該年度の「住宅修繕あっせん制度」のあっせん件数。 

目標値は、年度あたり 1件程度増加するものと見込み、算定した。 

なお、住宅修繕あっせん制度とは、市民からの住宅修繕の依頼を「習志野市住宅相談連絡会」を通じ、事業者

をあっせんする制度。 

 

第１節 経営の安定化支援 ②相談体制の充実 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
交流オフィス利用件数 

【成果】 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7年度） 

当該年度における「産学官連携プラットホーム委託事業」における「交流オフィス」の利用件数。 

交流オフィスを通じて相談機会が増え、より多くの企業の経営支援となることから採用。 

現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

② 技術相談件数【成果】 産業振興課 
5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7年度） 

当該年度における「産学官連携プラットホーム委託事業」における「技術相談」の相談件数。 

現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

 

第１節 経営の安定化支援 ③資金調達の支援  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 

資金繰りの円滑化を目的

とした資金の融資件数 

【成果】 

産業振興課 
（60 件） 

（令和元年度見込み） 

32 件 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 

本市融資制度のうち、資金繰りの円滑化を図るための資金メニューについて融資した件数を対象とする。創業

支援のための資金メニューを含むが、新たな設備の導入を支援するための資金メニュー等は含まない。 

参考として令和元年度の実績（見込み）を基準値とし、融資実績が急速に縮小していることを踏まえ、年度あ

たり 10％減少することを見込んだ。 

なお、令和元年度の実績（見込み）は、令和元年 12 月末現在の実績（45 件）を元に算定した。 

  



 

 

第２節 商工業の振興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５  

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 市内事業所数 
4.270 事業所 

（H26 経済センサス） 

4.270 事業所 

（令和 8年 3月） 

経済センサスから引用。 
最終評価にあたっては、令和 7年 3月末までに調査結果が公表された直近の経済センサスにおける数値、また
は令和 7年 6月頃までに新たな調査結果が公表されることが明らかである場合は、その数値を採用する。 
なお、目標値は社会情勢から同数とした。 

② 市内法人数 
3,208 法人 

（平成 31年 3 月） 

3,500 法人 

（令和 8年 3月） 

決算書の法人市民税納税義務者数より引用。 
経済センサスは、おおむね５年ごとに実施されることから、補助的な指標として採用。 
過去の傾向から毎年 50 法人程度増加となっているため、同程度増加するものと見込み、目標値を算定した。 

 

第２節 商工業の振興 ①地域一体となったまちづくり  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
地域と行う各商店街のイベ

ント数【成果】 
産業振興課 

52 件 

（平成 30 年度） 

60 件 

（令和 7年度） 

各商店街が行う夏祭り等、地域と共に行うイベント数。 
地域での人との関わりが減っている中で、イベント数の増加もしくは現状維持が、集客により、地域一体とな
ったまちづくりを形成し、商店街の活性化にも繋がることから採用した。 

② 
高度情報化社会の変化に即

した啓発活動【活動】 
産業振興課 

（2件） 

（令和元年度） 

4 件 

（令和 8年 3月） 

参考として、令和元年 12 月末時点の実績（事業者向け・消費者向けキャッシュレスセミナー）を基準値とし、
目標値は計画期間中の累計値とした。 
キャッシュレス決済や ICT の利活用、シェアリング・エコノミーなど、高度情報化、Society 5.0 といった社会
の変化に適応できるよう、時代に即した啓発活動を目的とした本市主催のイベント等を対象とする。 

 

第２節 商工業の振興 ②魅力ある商店街づくりの推進  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 商店会の会員数【成果】 産業振興課 
382 店舗 

（平成 31 年 3月） 

382 店舗 

（令和 8年 3月） 

習志野市商店会連合会の会員数。 
商店会組織は、個店同士の相互協力を促進し、「魅力ある商店街づくり」に繋がることから採用。 
商店会員数は減少傾向にあることから、現状維持することを目標とした。 

② 
イルミネーション事業に参

加する商店会数【成果】 
産業振興課 

2 商店会 

（平成 30 年度） 

4 商店会 

（令和 7年度） 

当該年度にイルミネーション事業に参加する市内商店会数。 
イルミネーション事業は、商店街のイメージアップや、集客に繋がることに加え、市補助金による支援も行っ
ていることから採用。 
今後、さらなる増加を見込み、目標値を設定した。 

③ 
まちゼミを実施する 

商店会数【成果】 
産業振興課 

10 商店会 

（平成 30 年度） 

13 商店会 

（令和 7年度） 

当該年度にまちゼミを実施した市内商店会数。 
今後、さらなる増加を見込み、目標値を設定した。 

 

第２節 商工業の振興 ③付加価値の高いものづくりの支援 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 

「習志野グローバルもの

づくりガイド」アクセス数

【成果】 

産業振興課 
29,915 件 

（平成 30 年度） 

40,000 件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における情報発信管理運営事業（サイト名「習志野グローバルものづ
くりガイド」）の当該年度中のアクセス数。 
目標値は、年度あたり 1,000 件以上増加させることを見込み、算定した。 

② 
交流オフィス利用件数 

【成果】＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における「交流オフィス」の当該年度における利用件数。 

現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

③ 
技術相談件数【成果】 

＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における「技術相談」の当該年度における相談件数。 

現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

④ 

新たな設備の導入を目的

とした資金の融資件数 

【成果】 

産業振興課 
（6.6 件） 

（平成 28～30 年度） 

30 件 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
本市融資制度のうち、新たな設備の導入を支援するための資金メニューについて融資した件数を対象とする。 
参考として平成 28～30 年度の平均を基準値とし、融資実績が急激に縮小していることを踏まえ、年度あたり 5
件となることを見込んだ。   



 

 

第３節 都市農業の振興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 認定農業者数 
26 人 

（平成 31年 3月） 

26 人 

（令和 8年 3月） 

実績により把握。 

習志野市の農業を取り巻く環境の変化が大きいことから、目標値は現状維持とした。 

 

第３節 都市農業の振興 ①農業従事者の確保・育成 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 

ちばのオリジナルブランド

産地づくり支援事業による

ブランド化実施数【成果】 

産業振興課 
５個 

（令和元年度） 

６個 

（令和７年度） 

当該年度における実績により把握。 

ちばのオリジナルブランド産地づくり支援事業として、農産物の FG 袋、シール、ミニのぼり、法被、にんじん

ジュース PR 費に補助を行っており、新たに事業化できるものを検討。 

令和元年度の実績を基準値とし、目標値は、計画期間中に 1個増加させることを見込み、算定した。 

 

第３節 都市農業の振興 ②市産市消の推進 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 農業祭の開催【活動】 産業振興課 
1 回 

（令和元年度） 

1 回 

（令和 7年度） 

当該年度中の開催回数。 

習志野市農業を取り巻く環境の変化が大きい中で、目標値は現状維持とした。 

 

第３節 都市農業の振興 ③市民が農業に親しむ機会の創出  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
市営市民農園の利用率 

【成果】 
産業振興課 

97％ 

（令和元年３月） 

97％ 

（令和 8年 3月） 

年度末時点の実績により把握。 

習志野市の農業を取り巻く環境の変化が大きいことから、目標値は現状維持とした。 

 

  



 

 

第４節 観光の振興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４３ 

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 市内観光入込客数【成果】 
738,958 人 

（平成 30 年） 

900,000 人 

（令和 7年） 

千葉県が実施する「観光地点等入込客数調査」から引用。 
集計期間が年単位のため、基準値は平成 30（2018）年 1月～12 月、目標値は令和 7（2025）年 1月～12 月を対
象とする。 
目標値は、基準年度より 20％増加させることを見込み、算定した。 
なお、本調査において対象となっている施設は次のとおり。 
千葉県国際総合水泳場・習志野文化ホール・谷津バラ園・谷津干潟自然観察センター・旧鴇田家 

② 市内宿泊客数【成果】 
32,731 人 

（平成 30 年） 

40,000 人 

（令和 7年） 

千葉県が実施する「宿泊客数調査」から引用。 

集計期間が年単位のため、基準値は平成 30（2018）年 1月～12 月、目標値は令和 7（2025）年 1月～12 月を対

象として算定する。 

目標値は、基準年度より 20％増加させることを見込み、算定した。 

なお、本計画策定時点で、新たな宿泊施設の建設が予定されており、数値の増加が見込まれるが、影響が不透

明なことから、今後の状況に応じて目標値の見直しが必要となる。 

 

第４節 観光の振興 ①観光力の強化 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
市 HP 等で公開しているま

ち巡りコース数【活動】 
産業振興課 

10 コース 

（平成 31 年 3 月） 

16 コース 

（令和 8 年 3 月） 

紙媒体等で配布、本市ホームページで公開しているまち巡りコースの数。 

本市への来訪者数増加を促すコンテンツとして、年あたり１コースの新設を目標とした。 

② 
ドラマ・映画等の撮影誘致

回数【成果】 
産業振興課 

41 回 

（平成 30 年度） 

50 回 

（令和 7年度） 

千葉県が実施する「千葉県内映画・ドラマ等撮影実績調査」から引用。 

数値は、当該年度中に本市において実施されたドラマ・映画等の撮影回数。 

目標値は、基準年度より 20％増加させることを見込み、算定した。 

 

第４節 観光の振興 ②地域資源の活用 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
ふるさと産品認定数 

【成果】 
産業振興課 

48 点 

（平成 31 年 3 月） 

55 点 

（令和 8年 3月） 

習志野市ふるさと産品として認定したもののうち、基準日時点において、現に製造・販売されているものの数。 

本市の魅力を向上させるコンテンツとして、さらなる増加を見込みつつも、生産・販売を終了する商品もある

ことが予想されるため、年あたり１商品程度の増加を目標とした。 

② 
習志野ソーセージを販売・

提供する行事数【活動】 
産業振興課 

2 件 

（平成 30 年度） 

4 件 

（令和 7年度） 

当該年度中に開催された習志野ソーセージを販売・提供する行事のうち、市、習志野商工会議所または習志野

市商店会連合会において把握しているものの数。 

目標値は、市主催行事での販売を働きかけることにより、基準年度からの倍増を見込み、算定した。 

③ 
「ナラシド♪」グッズ数 

【成果】 
産業振興課 

10 点 

（平成 31 年 3 月） 

16 点 

（令和 8年 3月） 

「ナラシド♪」デザイン使用承認に基づき製品化され、基準日時点において、一般に販売されているグッズ（商
品）の数。 
グッズ売上げによる直接的な経済効果と、市民のシビック・プライド醸成を見込めるコンテンツとして、さら
なる増加を期待しつつも、生産・販売を終了する商品もあることが予想されるため、年あたり 1 商品程度の増
加を目標とした。 

 

第４節 観光の振興 ③広域連携・交流  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
都市間交流市村との相互

参加行事数【活動】 
産業振興課 

4 回 

（平成 30 年度） 

4 回 

（令和 7年度） 

富士吉田市・南房総市・京田辺市・上野村と本市が相互に参加し、それぞれの産品を販売するイベント等のう
ち、本市が参加したものの回数。 
事業の統廃合なども見込まれることから、現状維持を目標とする。 

② 
千葉おもてなし SHOP 

ガイドの登録店舗数【成果】 
産業振興課 

（－） 

（平成 31 年 3 月） 

100 店 

（令和 8年 3月） 

令和 2年度から 3市（千葉、船橋、習志野）での運用が開始される同システムに登録した市内事業者の店舗数。 
主なシステム利用業種として想定している「宿泊業・飲食サービス業」の、本市事業所数 565 社（平成 26 年経
済センサス基礎調査）に対し、35％の利用を見込んだ。   



 

 

第５節 創業しやすい環境の整備 ・・・・・・・・・・・・・ ４７  

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 設立法人数 
239 件 

（平成 28～30 年度） 

1,600 件 

（令和 8年 3月） 

本計画策定当時の状況・傾向を把握するため、参考に平成 28（2016）年度～平成 30（2018）年度の平均値を基
準値とし、計画期間中の累計値を目標値とした。 
目標値は、令和 2・3年度が基準値より 5％、令和 4・5年度が 10％、令和 6・7年度が 15％増加するものと見込
み、算定した。 

 

第５節 創業しやすい環境の整備 ① 創業希望者への支援  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 創業塾等の実施回数【活動】 産業振興課 
（1回） 

（令和元年度） 

12 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
創業希望者を対象に実施するセミナー等のうち、2 日以上にわたって開催したものを対象とする（特定創業支援事業に限
らない）。本市が主催したもののほか、他団体が主催し、本市が共催・後援・協力を行ったものを含む。 
参考として令和元（2019）年度の実績を基準値とし、目標値は年度あたり 2回開催するものとして算定した。 

② 創業塾等の受講者数【成果】 産業振興課 
（23 人） 

（令和元年度） 

193 人 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
対象とする催しは、中間指標①と同様。目標値は、基準値より毎年度 5％上昇させるものとして算定した。 

③ 
創業支援を目的とした資金

の融資件数【成果】 
産業振興課 

（1.3 件） 

（平成 28～30 年度） 

19 件 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
本市融資制度のうち、創業や独立開業を支援するための資金メニューについて融資した件数を対象とする。 
参考として平成 28～30 年度の平均を基準値とし、目標値は令和 2年度が 2件、3～5年度が各 3件、6・7年度が各 4件あ
るものとして算定。 

④ 
再チャレンジ支援講座の実

施回数【活動】 

男女共同参画

センター 

（1回） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。目標値は、第 3次男女共同参画基本計画における管理指標である「女性のための再チャレンジ支援
講座」の開催回数をもとに算定。 

 

第５節 創業しやすい環境の整備 ②創業機運の醸成  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
セミナー等の開催回数 

【活動】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

5 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
創業機運の醸成を目的として実施したセミナー等（認定創業支援等事業計画に定める「創業機運醸成事業」以外のものを
含む。）を対象とする。本市が主催したもののほか、他団体が主催し、本市が共催・後援・協力を行ったものを含む。 
目標値は、令和 2年度を準備期間とし、以後、年間 1回開催するものとし、算定した。 

② 
セミナー等の受講者数 

【成果】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

150 人 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。対象とするイベントは、中間指標①と同様。 
目標値は、中間指標①と連動させ、1回あたり 30 人が受講するものとして算定した。 

③ 
再チャレンジ支援講座の実

施回数【活動】 

男女共同参画

センター 

（1回） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。目標値は、第 3次男女共同参画基本計画における管理指標である「女性のための再チャレンジ支援
講座」の開催回数をもとに算定。 

 

第５節 創業しやすい環境の整備 ③産学民官連携の推進  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
交流オフィス利用件数 

【成果】＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30 年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における「交流オフィス」の当該年度における利用件数。 
交流オフィスを通じて産学民官のさまざまな分野に精通した専門家に相談することで、新たな製品技術開発や分野の進出
等が期待されることから採用。 
現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

② 
技術相談件数【成果】 

＜再掲＞ 
産業振興課 

5 件 

（平成 30年度） 

7 件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における「技術相談」の当該年度における相談件数。 
技術相談を通じて産学民官のさまざまな分野に精通した専門家に相談することで、新たな製品技術開発や分野の進出等が
期待されることから採用。 
現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

③ 
ビジネスマッチング 

イベント出展企業数【活動】 
産業振興課 

2 件 

（平成 30年度） 

３件 

（令和 7 年度） 

「産学官連携プラットホーム委託事業」における「展示会出展支援事業」の当該年度における出展企業数。 
展示会出展支援事業を通じて、市内企業の販路拡大やマッチングの機会が増えることで、新たな商品開発等や取引関係の
創出が期待されることから採用。現状を維持しながらも、少しでも増加させることを目標とした。 

 

第５節 創業しやすい環境の整備 その他の取り組み 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
ワンストップ相談窓口 

利用者数【成果】 

習志野 

商工会議所 

（20 件） 

（平成 30 年度） 

35 件 

（令和 7年度） 

習志野市創業支援等事業計画より引用。 
同計画（令和 2（2020）～令和 4（2022）年）では 30 件を目標としていることから、本計画では 35 件を目標とした。 

  



 

 

第６節 働きやすい環境づくり ・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
からだの健康づくりに取り

組んでいる企業【成果】 

69.2％ 

（H30 健康意識調査） 

85％ 

（令和 8年 3月） 

「習志野市健康意識調査」から引用。 
「従業員のからだの健康づくりに積極的に取り組んでいる」という質問に「そう思う」または「どちらかといえばそう思
う」と回答した事業者の割合を対象とする。 
目標値は、年度あたり平均 2ポイント程度上昇するものとして算定した。 
最終評価にあたっては、令和 7年 3月末までに公表された直近の市健康意識調査における数値を採用するものとし、同年
6月頃までに新たな調査結果が公表されることが明らかである場合は、その数値を採用する。 

② 
こころの健康づくりに取り

組んでいる企業【成果】 

68.0％ 

（H30 健康意識調査） 

85％ 

（令和 8年 3月） 

「習志野市健康意識調査」から引用。 

「従業員のこころの健康づくりに積極的に取り組んでいる」という質問に「そう思う」または「どちらかといえばそう思

う」と回答した事業者の割合を対象とする。以下、上記①と同様。 

③ 
余暇時間の確保に取り組ん

でいる企業【成果】 

49.0％ 

（H30WLB 事業所調査） 

55％ 

（令和 8年 3月） 

「習志野市ワーク・ライフ・バランス推進に関する事業所調査」（以下、市 WLB 事業所調査）から引用。 
従業員が余暇時間を確保できるようにする取り組みが「十分にできている」または「できている」と回答した事業者の割
合を対象とする。 
目標値は、年度あたり 1ポイント程度上昇するものとして算定した。 
最終評価にあたっては、令和 7年 3月末までに公表された直近の市 WLB 事業所調査における数値を採用するものとし、同
年 6 月頃までに新たな調査結果が公表されることが明らかである場合は、その数値を採用する。 

④ 
福利厚生の充実ができてい

る企業【成果】 

30.9％ 

（H30WLB 事業所調査） 

35％ 

（令和 8年 3月） 

「市 WLB 事業所調査」から引用。 

従業員に対する福利厚生の充実が「十分にできている」または「できている」と回答した事業者の割合を対象とする。 

目標値は、年度あたり 0.6 ポイント程度上昇するものとして算定した。 

最終評価の取扱いについては、上記③と同様。 

 

第６節 働きやすい環境づくり ①安心して働ける環境づくり 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
中小企業退職金共済に加入し

ている市内事業所数【成果】 
産業振興課 

171 事業所 

（平成 31 年 3 月） 

206 事業所 

（令和 8年 3月） 

勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済本部の提供資料より引用。 
目標値は、年度あたり５事業所が増加するものとして算定した。 

② 
中小企業退職金共済に加入し

ている市内従業員数【成果】 
産業振興課 

1,604 人 

（平成 31 年 3 月） 

2,504 人 

（令和 8年 3月） 

勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済本部の提供資料より引用。 
目標値は、年度あたり 150 人が増加するものとして算定した。 

③ 
優良事業者等の紹介件数

【活動/成果】 

産業振興課 

男女共同参画センター 

ほか 

3 件 

（令和 2年 3月） 

6 件 

（令和 8年 3月） 

年度末時点の実績により把握。「ユースエール」や「えるぼし」、「くるみん」といった認定等を受けるなど、「安心して働
ける環境づくりに」係る優れた事業者や取り組みについて、本市ホームページ等において紹介した件数。 
基準値は、ユースエール及びえるぼし認定企業を紹介した件数を計上し、目標値は、2 年度あたり 1 件増加するものと見
込み算定した。 

 

第６節 働きやすい環境づくり ②安全で健康に働ける環境づくり 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
優良事業者等の紹介件数

【活動/成果】 

産業振興課 

健康支援課 

ほか 

1 件 

（令和 2年 3月） 

4 件 

（令和 8年 3月） 

「安全衛生優良企業」や「健康経営銘柄」、「健康経営優良法人」といった認定等を受けるなど、「安全で健康に働ける環
境づくり」に係る優れた事業者や取り組みについて、本市ホームページ等において紹介した件数。 
基準値は、健康経営優良法人を紹介した件数を計上し、目標値は、2年度あたり 1件増加するものと見込み算定した。 

 

第６節 働きやすい環境づくり ③労働者への支援  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
労働者向けイベントの開

催回数【活動】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

6 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。主に労働者に向けて実施するイベントを対象とする。本市が主催したもののほか、他団体が主催し、
本市が共催・後援・協力を行ったものを含む。 
参考として令和元（2019）年度の実績を基準値とし、目標値は年度あたり 1 回開催するものとして算定した。（基準値に
ついては本市主催事業のみ：令和元年度は実施なし、平成 30 年度は 1回） 

② 
労働者向けイベントの参

加者数【成果】 
産業振興課 

（－） 

（令和元年度） 

240 人 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
対象とするイベントは、中間指標①と同様。目標値は 1回あたり 40 人が参加するものとして算定した。 
（基準値については本市主催事業のみ：令和元年度は実施なし、平成 30年度は 62人）   



 

 

第７節 就労・雇用機会の拡大 ・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 

成果指標 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 有効求人倍率 
1.14 倍 

（平成 30 年度） 

1.49 倍 

（令和 7年度） 

ハローワーク船橋提供資料から、ハローワーク船橋管内の有効求人倍率（年度平均）を使用。 

目標値は、年度あたり 0.05 ポイント上昇するものと見込み、算定した。 

② 完全失業率（習志野市） 
4.4％ 

（平成 27年国勢調査） 

2.2％ 

（令和 7年国勢調査） 

国勢調査における習志野市の完全失業率（完全失業者数／労働力人口）を使用。 

目標値は、令和 7年に国勢調査が実施されるものとして、基準値の半分まで下げるものとした。 

③ 完全失業率（千葉県） 
2.2％ 

（平成 30 年） 

1.5％ 

（令和 7年） 

総務省統計局発表資料（都道府県別結果（モデル推計））より引用。 

全国結果に比べて精度の低いものではあるが、成果指標②の調査頻度が低い（おおよそ 5年に 1度）ことから、

これを補助する指標として採用した。 

基準値自体が、本市の完全失業率と比較して非常に低い数値であることから、年あたり 0.1 ポイント低下するも

のとして算定した。 

 

第７節 就労・雇用機会の拡大 ①求職者への支援  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
就労支援イベントの 

開催回数【活動】 
産業振興課 

（11 回） 

（H29～R 元年度） 

48 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
本市が主催したもののほか、本市の共催・後援・協力により開催された就労支援イベント（再就職支援を含む。）
を対象とする。 
参考として平成 29（2017）～令和元（2019）年度における実績の平均値を基準値とし、目標値は年度あたり 8
回開催するものとして算定した。 

② 
ふるさとハローワーク 

ならしの利用者数【成果】 
産業振興課 

9,545 人 

（平成 30 年度） 

10,025 人 

（令和 7 年度） 

当該年度中に「ふるさとハローワークならしの」を利用した人を対象とする。（延べ数） 

参考として平成 30（2018）年度の実績を基準値とし、目標値は年度あたり 60 人増加するものとして算定した。 

③ 

障がい者地域共生協議会 

就労支援部会の開催回数 

【活動】 

障がい福祉課 
12 回 

（平成 30 年度） 

12 回 

（令和 7 年度） 

当該年度中の開催回数。 
目標値は、年度あたり 1回開催するものとして算定した。 

 

第７節 就労・雇用機会の拡大 ②人材の確保  

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 
マッチングイベントの 

開催回数【活動】 

産業振興課 

高齢者支援課 

ほか 

（9回） 

（令和元年度） 

30 回 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
本市が主催したもののほか、本市の共催・後援・協力により開催されたマッチングイベント（交流会、面接会
等を含む。）を対象とする。 

参考として令和元（2019）年度の実績を基準値とし、目標値は年度あたり 5回開催するものとして算定した。 

② 

障がい者地域共生協議会就

労支援部会の開催回数 

【活動】＜再掲＞ 

障がい福祉課 
12 回 

（平成 30 年度） 

12 回 

（令和 7 年度） 

年度あたりの開催回数。 
目標値は、年度あたり 1回開催するものとして算定した。 

 

第７節 就労・雇用機会の拡大 ③近隣自治体等との広域連携 

中間指標【種別】 所管部署 基準値 目標値 目標設定理由・算出方法等 

① 共催・後援の割合【活動】 産業振興課 
100％ 

（平成 30 年度） 

100％ 

（令和 7年度） 

当該年度において本市が主催した就労・雇用関連イベントのうち、国・県・他自治体（地域若者サポートステ
ーションなどの委託事業を含む。）の共催・後援を受けたものの割合。（協力のみのものは含まない。） 

② 共催・後援等の件数【成果】 産業振興課 
（13 件） 

（令和元年度） 

60 件 

（令和 8年 3月） 

計画期間中の累計値。 
国・県・他自治体（地域若者サポートステーションなどの委託事業を含む。）が主催し、本市が共催・後援・協
力を行った就労・雇用関連イベントを対象とする。 
参考として令和元（2019）年度における実績を基準値とし、目標値は年度あたり 10 件あるものとして算定した。 



 

 

Ⅱ 参考資料（掲載予定）  
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Ⅲ 用語解説（掲載予定）  
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